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巻頭言

2050年の低炭素社会と建築

　建築物の新築工事、運用、改修工事に伴う建築関連

CO2排出量は、我が国のCO2排出総量の40％を占めてお

り、建築主、設計者、施工者、維持管理者、入居者など、

建築に関わる者の責任は重い。そのような背景から、1997

年12月の気候変動枠組条約京都会議に呼応して、日本

建築学会は、「新築建物でLCCO2 30％削減、耐用年数

3倍延伸を目指すべき」との学会声明を発表した。これくら

い大胆な対策が1998年度からすべての新築建物で実施

（改修建物においても耐用年数延伸以外の対策を実施）

され、エネルギー転換部門においても最大限の対策が実

施されれば、京都議定書の第一約束期間（2008年～

2012年）における建築関連CO2排出量を、日本全体の温

室効果ガス削減目標と同じ1990年比6％を削減でき、さら

には、2050年において60％の削減につながるというもので

あった文1)。

　2008年7月初めに開催されたG8北海道洞爺湖サミット

では、2050年までに世界の温室効果ガス排出量を現状よ

りも50％削減する方向で各国が努力することが合意され、

2008年7月末に閣議決定された「低炭素社会づくり行動

計画」では、2050年における我が国の温室効果ガス排出

量を現状よりも60％から80％削減することが盛り込まれた。

先に述べた学会声明はこのような動きを先取りするもので

あったが、残念ながら学会声明の数値目標を達成するよう

な新築あるいは改修建築はごく少数に留まったまま、すで

に10年が経ってしまった。これから対策に着手するとした

場合の新たな数値目標は「LCCO2 40～50％削減（エネ

ルギー転換部門のCO2原単位削減が経済産業省の超長

期エネルギービジョンに示された数値の場合）」であり、その

ために要する低炭素化投資を総工費の数％～10数％確

保する必要がある。もし今、この先行投資を惜しめば、我が

国の建築は、低炭素化が図られないままの不良な建築ストッ

クとなるとともに、温室効果ガス削減目標未達成分に応じ

て海外に莫大な資金が流失してしまうということを自覚す

る必要がある。

　たった40年先の2050年の近未来社会は、現在、設計、

建設されている建物が大多数を占める社会であり、建築に

関わる者の一刻も早い意識改革と行動が何よりも重要で

ある。そのためには、CSRなどの意識の高い大企業での本

格的な対策推進と合わせて、中小企業、個人建築主の意

識改革を進めることが不可欠である。

　筆者は、国土交通省住宅局の支援のもとに、建築物を

環境効率で評価し、格付けするための総合環境性能評価

システム（CASBEE：キャスビー）の開発にかかわっている

が、最新版のCASBEEではLCCO2の低減ポテンシャル

も同時に評価・表示できるようにしている。戸建住宅から大

規模建築物まで、すべての建物が、CASBEEによる環境

効率とLCCO2低減ポテンシャルで評価・格付けされ、同時

に建物単位でのカーボントレーディングが一般化することが、

低炭素社会づくりの大きな対策のひとつになるものと期待

している。
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